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大学文学部紀要』第３０巻、1997、P．135。 
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大学生（女性とは限らない）が運動に参加している点も見逃せない。
　これは李元貞だけとは限らない。別の人物を中心にして考えれば，同じような情況を見て取ること
も決して困難ではない。つまり，台湾社会は一人の個人あるいは組織を通して，多くの人あるいは組
織と関連していくようなネットワーク社会であり，中国社会に特徴的な伝統的な人間関係が，台湾社
会にも脈々と受け継がれていることに気づくのである。台湾の女性団体は民間団体であり，決して大
きな組織ではないが，女性運動はこのようなネットワークを通じて，「星火獠原（小さな火花も広野を
焼き尽くすことができる）」の勢いで広がっていった点に，台湾の女性運動の特徴があるといえるだろ
う。
　さらに時代の流れもまた女性運動に加担している点に，注意する必要がある。70年代以後，国民党
の一党独裁政治は次第に効き目がなくなり，1979年の美麗島事件は強引に力で抑えたものの，その強
権ぶりに対する反発は民主と自由を求める国民の勢いに拍車をかけた。1986年に戒厳令・党禁
84）
を無
視して民進党が結党を強行したにもかかわらず，国民党政府が強硬な手段を取らずに黙認したのも，
当時の社会的趨勢に抗えなかったからである。これは女性運動にも刺激と勇気を与え，台湾の民主化
にともない女性運動はさらに加速した。
　国民党の蒋経国総統が1988年に死去したあと，国民党主席・台湾総統の任に就いたのは李登輝であっ
た。彼は台湾の出身で，1971年に初めて国民党に入党した。在任中の12年間（1988～2000），民主化の
推進とともに国民党の本土化（台湾化）に力を入れ，大陸から来台した国民党の旧勢力は非主流に追
われた。2000年には国民党から民進党へと政権交代が起こり，民進党が結党以来初めて執政党となっ
た。前述した「民法親属編」の条文改正は，民進党陳水扁政権の第二期在任中の2007年に実現された
ものである。
　2008年に政権は再び民進党から国民党の手に移ったが，このとき台湾総統に選出された馬英九は台
湾に渡った国民党の第二世代であり，前述した女性運動者と同世代に属す。同じ教育制度・社会環境
で育ったため，思想的に近いだけではなく，個人的な繋がりもある。例えば婦女新知の顧問の一人で
ある顧燕翎85）は，馬英九が台北市市長在任中（1998～2006）に台北市社会局局長に就任したことがあ
る。政権が変わっても台湾の女性運動には影響がないようである。懸案の「消除對婦女一切形式歧視
公約施行法」が成立したのも，馬英九が在任中の2011年のことであった。
おわりに
　日本の植民地時代の50年間とその後の国民政府の戒厳令の下で，台湾の人々にとって民主と自由と
は縁の薄いものであった。幸いにも教育方面では，日本時代に国民学校の初等教育が義務化され，国
民政府の時代になっても教育面に限っては男女平等政策が採用された。だが，中華文化の旗手を自任
した国民政府は，儒教の倫理と父系社会の伝統を，そのまま台湾社会に押し付けたのも事実である。
女性は平等な教育を受けることができたが，社会では「父権独大」のあおりを食って，常に劣勢の位
置に置かれ続けた。70年代以後に誕生する多くの高学歴の女性は，皮肉にも男性と同じように儒教の
「学而優則仕」の思想の持ち主であり，政治と運動を通して社会を改善しょうと試みる。その結果が，
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台湾女性の地位の向上につながったことは間違いない。
　日本では前述したように，70年代に大半の女性が専業主婦の身分に満足するようになったことで，
民間の女性運動を大きく後退させてしまった。戦後，日本女性の地位と権利が高められたのは，憲法
によって「参政，教育，経済」の平等が付与された以外，外圧によるものが多い。国連は1975年を国
際婦人年とし，その翌年から「国連婦人の10年」を指定し，婦人問題への喚起を促した。それに連動
する形で，日本の総理府は「婦人問題担当室」「婦人問題企画推進本部」「婦人問題企画推進会議」な
どを設けざるを得なくなった。
　さらに1980年には「女子差別撤廃条約」に署名したことで，1985年に「女子差別撤廃条約」「男女雇
用機会均等法（均等法）」を採決し，1986年には「均等法」を実施，1997年にはその改定を行ない，
1999年には「男女共同参画社会基本法」も可決された。確かに日本女性の社会的地位は，次第に男性
と平等な方向へと進んでいった。ただ，その過程を見ると，それを実現したのは民間の力ではなく，
国連による女性の地位を高めようという流れの中に，行政が導いたものだと言えなくもない。台湾の
ように血と汗の混じった努力によって勝ち取った成果ではない。
　2011年９月に誕生した野田内閣の厚生労働大臣小宮山洋子氏は，報道各社のインタビューに答えて，
年金制度の「第３号被保険者」と主婦を優遇する税金制度を改善するとの意欲を表明し
86）
，また税収
の単位を世帯から個人へとシフトすべきだという考えも示した。この小宮山氏の考えに関しては，日
本人の思考方式や日本社会の構造などの視点から検討すると，興味深い事実も指摘できるがここでは
紙幅の関係で割愛する
87）
。本稿では日台の比較といいながらも，主に台湾女性に焦点を当てて検討し
た。また通史的叙述を心がけたため，細かい分析を捨象している点については，ご了解願いたい。
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たウーマン・リブ団体の一つ。
61）美麗島事件は発生地の地名から高雄事件とも言う。1979年12月10日の世界国際人権デーに，高雄の美麗島雑誌
社の社員が中心となって行なった民主・自由を訴えるデモの最中，主催者側と警官との間で起こった衝突事件。
二二八事件以来最大の官民衝突事件である。
62）婦女新知基金会 HP を参照。
 　http://www.awakening.org.tw/chhtml/index.asP.
63）彩虹専案とは，もとは台湾全省の原住民部落地区に各種のサービスを提供したり，原住民の少女を保護したりす
る独立団体であったが，後に台湾基督長老教会に所属する団体となった。台湾基督長老教会 HP を参照。
 　http://www.vol.org.tw/resource1/resource.asp?acttype=show&class=1&chapter=5&sec=2&id=0018．
64）前掲注32「台湾女人」 婦女運動「1988年１月９日救援雛妓華西街大游行」条。
65）中華民国憲法，華総（一）義字第五九五七号令公布，1995年８月11日。
66）楊瑛瑛「遥想当年」第二百四十六期女性電子報－焦点話題。
 　http://forum.yam.org.tw/bongchhi/old/light/light244-3.htm．
67）台大婦女研究室－人口与与性别研究中心婦女性別研究組。
 　HP　http://gender.psc.ntu.edu.tw/Gender/page/page_05_1.php?cat_id=107．
68）民法親属編1059条文は2007年に「父母於子女出生登記前應以書面約定子女從父姓或母姓」のように改正され
た。
69）台湾は国連の加入国ではないという理由で署名を断られたため，国内法の形式で実施することとなった。
70）晩晴協会とは，「離婚訴訟」の相談を中心とする女性団体のことである。代表者の施寄青自身も離婚している。
71）民法親属編1059条文は，1941年段階では「子女従父姓。贅夫之子女従母姓。但叧有約定者，従其約定」であ
り，1985年に「子女従父姓。但母無兄弟，約定其子女従母姓者，従其約定。贅夫之子女従母姓。但約定其子女従
父姓者，従其約定。」と変更されたが，「従母姓」は依然として例外だとされていた。2007年になってやっと女性
団体の意見を取り入れ，注68のように改正され，夫婦の協議で決定できるようにした。
72）全国法規資料庫，民法親族編，1059条。
 　http://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?PCode=B0000001．
73）全国法規資料庫，民法親族編，1068条，URL 同上。
74）全国法規資料庫，中華民国一百年六月八日総統華総一義字第10000117471号令制定公布全文９条；並自一百零
一年一月一日起施行（並びに101年（2012）１月１日から実施）。
75）この時期，台湾の女性解放運動者が積極的に政治に参加した原因の一つは，彼女たちのほぼ全員がアメリカに
留学した経験を持ち，当地での1960年代以降の第二波の女性運動の影響を受けたことが大きいように思われる。
アメリカ留学経験者の一人彭婉如は，政党が指名する立候補者の男女比率に関し，女性は四分の一にすべきだと
主張した。彼女は1996年11月30日に民進党の臨時大会に出席したあと失踪し，その後，12月３日に遺体で発見さ
れた。女性解放運動者が殺害されたことは台湾社会を震撼させ，民進党は彼女の主張を採択した。この四分の一
の比率は，その後多くの政党に採用された。
76）中華民国行政院主計処2004年９月21日に発表した国情統計通報「女性政経参与国際比較」。
77）中華民国行政院主計処2011年１月７日に発表した国情統計通報「人類発展指数（HDI）国際比較」。
78）国連開発計画（UNDP）東京事務所2009年報告書。
 　http://hdr.undp.org/en/media/HDR_2009_JP_Indicators.pdf．
79）中華民国行政院主計処2011年１月７日に発表した国情統計通報 「人類発展指数（HDI）国際比較」。
80）『論語』子張篇「子夏曰仕而優則学，学而優則仕」。
81）島田虔次『朱子学と陽明学』岩波書店，1967年。
82）中根千枝『たて社会の人間関係』講談社現代新書，1967。
83）王霜媚「日本社会における「間」の論理―分割思想と日本人（その１）－」『神戸女子大学文学部紀要』第30
王　　　霜　媚
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巻，1997，P.135。
84）党禁とは民衆が自由に結党するのを禁止すること。国民党は戒厳令以外に党禁も実施している。
85）http://feminist-original.blogspot.com/2011/07/blog-post_27.html（女性主義起点站）を参照。
86）2011年９月６日朝日新聞，朝刊。
87）王霜媚「日本社会における「間」の論理―分割思想と日本人（その１）－」『神戸女子大学文学部紀要』第30
巻，1997，王霜媚「日本人の思考様式と「一体感」―分割思想と日本人（その２）―」『神戸女子大学文学部紀
要』第31巻，1998を参照。
補１）2012年１月14日の台湾総統選挙の結果は，国民党の馬英九が6,891,139票，民進党の蔡英文が6,093,578票で，
台湾初の女性総統の誕生はならなかった。
補２）90年代以降の台湾の女性解放運動については，李元貞「開花結果和完成的革命：回顧台湾婦運20年（1990-
2010）」　http://www.gsi.nccu.edu.tw/?p=1307 を参照。
